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研究成果の概要： 

高誘電率薄膜伝送線路を提案し、この伝送線路の基本伝送特性を解明するとともに、集積回

路用導波路としての構成法とその設計指針を確立した。またミリ波・テラヘルツ波帯における

伝送特性を理論・実験の両面から検討した結果、この導波構造は高誘電率材料の材料損失にか

かわらず低損失性を保持することが明らかになり、超高周波帯における応用展開の基礎を与え

ることが出来た。 
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１．研究開始当初の背景 

超高速信号用伝送線路の高性能化に関す

る研究は量産性を有するプリント線路によ

るアプローチと、新たな誘電体線路の提案

に大別される。前者に関しては線路をサス

ペンデットにする、或いはその中心導体の

形状に丸みをつける､MEMS技術を用いるな

どの工夫がなされているが、導波媒体が本

質的に金属なので導体損の急増は免れない。

また後者に関してはNRDガイドの研究があ

るが、量産性の点で問題が残されている。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は、プリント線路の量産性と

NRD ガイドの低損失性を具備した新しいミ

リ波･テラヘルツ波帯伝送線路の開発を行い､

更には超高速信号伝送線路への応用展開の

基礎を与えるものであり、ギガビットを越え

る超高速デジタル信号伝送線路や､ミリ波･

テラヘルツ波帯伝送線路の低損失化､低歪み



化を実現するために､高誘電率薄膜伝送線路

を提案する 

そこで本研究では、以下の計画に沿って

本提案導波路の動作原理の解明と、その応

用展開を図った。  
３．研究の方法 

(1) 本研究経費で購入予定の有限要素法によ

る3次元電磁界解析ソフトを用いて､この

伝送線路に伝送可能な導波モードの同定

とその伝送定数の解析を行う。 

高誘電率薄膜伝送線路は図1のようにト

リプレート線路で伝送損失増加の原因とな

る中心導体を高誘電率誘電体で置き換えた

だけの簡単な構造である。図2は代表的なそ

の分散特性であり、この伝送線路は、遮断

平行平板の速波効果によりA点に示すよう

なカットオフ周波数を有するが、B点からC

点にわたる、ある特定の周波数帯域では、

伝送波の位相速度に関して極めて低分散な

特性を示し、またこの低分散領域では伝送

損失はプリント線路の一万分の一以下に改

善されるという結果が､近似計算により得

られた。さらにこの高誘電率薄膜の厚みは、

ミリ波帯で数十～数百ミクロン、テラヘル

ツ波帯で数ミクロンになることから、エッ

チング技術による製作が可能になり、これ

までの懸案であった低損失誘電体線路の量

産性問題も解決することが出来る。 

(2) (1)で得られた結果をもとに､低分散現象

の解明とその広帯域化に対する線路パラ

メータを見出す。 

(3) 高誘電率薄膜や充填する低誘電率誘電体

の誘電損失をもとに伝送線路の伝送損失

を計算し､導波モードの低伝送損失条件

を把握する。 

(4) より実用的な高誘電率薄膜伝送線路とし

て、図3に示すような線路形状を提案する。

これは低誘電率誘電体基板上に形成した

高誘電率誘電体薄膜を中空遮断平行平板

導波管ハウジングの水平対称面に挿入し

たもので、この低誘電率基板は電磁界が

極めて希薄なハウジング端で支持･固定

されている。理論的にはこのような形状

でも前述の図2に示す伝送特性は確保さ

れると予想されることから、この伝送線

路の3次元電磁界解析を精密に行い、その

設計指針を確立する。 
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(5) (4)で提案した伝送線路の製作誤差が伝

送特性に与える影響を理論検討する。 

図1 高誘電率薄膜伝送線路の構造 
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図 3 低誘電率誘電体基板で支持された高誘電率薄膜伝

送線路の構造 図2 高誘電率薄膜伝送線路の分散特性 



４．研究成果 

(1)分散特性 

高誘電率薄板の比誘電率を、入手可能な

24.2、90、200 のセラミックと仮定し、平行

平板の間隔を 2.25mm、またそれぞれの薄板

の厚みと幅を、比誘電率 24.2 の薄板では 1mm

及び 0.2mm、比誘電率 90 の薄板では 0.4mm

及び 0.15mm、また比誘電率 200 の薄板では

0.4mm 及び 0.2mm に固定して計算した、周波

数に対する最低次モードの規格化位相定数

を図 4 に示す。同図によれば、カットオフ近

傍の分散特性は急峻であるが、その後規格化

位相定数が 1 付近になると、周波数が上昇し

ても規格化位相定数の変化は緩やかになり

低分散性を示し、その後再び分散が急峻にな

ることがわかる。図 5 に比誘電率 197 の誘電

体材料を用いた場合の分散曲線の理論値と

実験値を示すが、両者は一致し、本厳密解の

妥当性が確認できた。 

なお、このような分散特性を示す原因とは

以下のように考えられる。 

この伝送線路は高誘電率薄板を伝送する

表面波が平行平板による速波効果をうけた

ものと解釈できることから、まずカットオフ

近傍では平行平板の遮断効果により、金属導

波管と同様に分散特性が急峻になる。その後

周波数の上昇とともに、電磁界が平行平板と

高誘電率薄板の間に集中し、TEM 波に類似し

た伝送モードになることから低分散性を示

す。そして、さらに周波数が上昇すると電磁

界は高誘電率薄板内に集中し、表面波本来の

急峻な分散特性を示すものと考えられる。 

(2)電磁界分布 

前節で述べた考察を確認するため、伝送波

の電磁界分布を、カットオフ近傍、低分散領

域、高周波領域の 3 種の周波数に分けて計算

し、その結果を図 6 に示す。予想通り、カッ

トオフの近傍及び低分散領域では電磁界は

平行平板と高誘電率薄板の間に広がり、また

高周波領域では電磁界は高誘電率薄板内に

集中していることがわかる。このことは、誘

電正接が悪い高誘電率薄板を利用しても低

分散領域では充填する低誘電率材料の誘電

正接を低く設定すれば、高誘電率薄板伝送線

路の低損失性が確保されることを意味する。

一般に比誘電率が高くなるほど誘電正接は

劣化する傾向にあるが、本伝送線路はその影

響を受けにくいという特徴を有する。 

(3)伝送損失 

実験に用いた高誘電率材料の比誘電率は既

知であるが，ミリ波帯における誘電正接は未

知であることから，誘電正接の関数として伝

送損失の周波数特性を計算し，これを図 7 に

示す。また実験により求めた伝送損失を同図

に○印で示すが、誘電正接は 0.005 の時，理

論と実験は一致した。また低分散な周波数領

域における伝送損失は 18dB/m であり，ミリ

波集積回路用伝送線路として十分実用に供

しうる値を得ることができた。 
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図 4．高誘電率薄板伝送線路の分散特性の計算値 

/
k 0

h=200

Frequency[GHz]

Calculated
Measured

20 40 60 80
0

1

2

3

4

5

 
図 5．比誘電率 200 の薄板からなる高誘電率薄板伝送線

路の分散特性の計算値と実験値 
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図 6 比誘電率 200の薄板からなる高誘電率薄膜伝送線路

の電磁界分布の計算値 
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図 7．比誘電率 200 の薄板からなる高誘電率薄板伝送線

路の伝送損失の計算値と測定値 
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